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  (百万円未満切捨て)

１．平成28年３月期第２四半期の連結業績（平成27年４月１日～平成27年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期第２四半期 9,161 △9.7 40 △85.5 36 △87.3 227 48.6 

27年３月期第２四半期 10,142 2.0 276 15.9 287 △28.6 152 △40.1 
 
（注）包括利益 28年３月期第２四半期 △31 百万円 （－％）   27年３月期第２四半期 188 百万円 （△72.8％） 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

28年３月期第２四半期 64.86 － 

27年３月期第２四半期 54.67 － 
※平成27年10月１日付で、普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われた
と仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年３月期第２四半期 23,393 12,358 52.8 3,529.09 

27年３月期 23,747 12,477 52.5 3,562.74 
 
（参考）自己資本 28年３月期第２四半期 12,358 百万円   27年３月期 12,477 百万円 
※平成27年10月１日付で、普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われた
と仮定し、１株当たり純資産を算定しております。 
２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

27年３月期 － 1.50 － 2.50 4.00 

28年３月期 － 2.00       

28年３月期（予想）     － 20.00 － 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 
※１．平成27年３月期期末の１株当たり配当額2.5円には、東京証券取引所市場第一部へ指定されたことに対する記念配当１円が含まれておりま
す。 
 ２．平成27年10月１日付で、普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行っております。これに伴い、28年３月期（予想）の１株当た
り期末配当金につきましては、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」として記載しております。詳細につきま
しては、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。 
 

３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 19,400 △4.1 300 △26.9 260 △60.4 390 △23.9 111.35 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 
※平成28年３月期の通期の連結業績予想における１株当たり当期純利益につきましては、株式併合の影響を考慮しております。詳細につきまし
ては、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

 
 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期２Ｑ 3,502,859 株 27年３月期 3,502,859 株 

②  期末自己株式数 28年３月期２Ｑ 1,054 株 27年３月期 539 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 28年３月期２Ｑ 3,502,059 株 27年３月期２Ｑ 2,796,186 株 

（注）平成27年10月１日付で、普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併
合が行われたと仮定して、期末発行済株式数（自己株式を含む）、期末自己株式数及び期中平均株式数（四半期累計）を算定しており
ます。 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続を実施中です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 なお、業績予想に関する事項は、四半期決算短信（添付資料）2ページ「（3）連結業績予想などの将来予測情報に

関する説明」をご覧下さい。 

 

（株式併合後の配当及び業績予想について） 

 当社は、平成27年６月24日開催の第60回定時株主総会の決議に基づき、平成27年10月１日を効力発生日として、株

式併合（10株を１株に併合）を行いました。これに伴い、平成28年３月期（予想）の１株当たり期末配当金及び平成

28年３月期の通期の連結業績予想における１株当たり当期純利益につきましては、株式併合の影響を考慮した金額に

修正しております。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出や生産面において新興国経済の減速の影響により一部弱

さがみられるものの、原油安や各種政策効果により緩やかな回復基調が続いております。 

 海外においては、米国では引き続き個人消費が堅調に推移し、欧州では、ギリシャ債務問題に一定の目途がつき

景気の持ち直し傾向が見られましたが、中国をはじめとする新興国経済の減速により、先行き不透明な状況が続い

ております。 

 当社グループが属する自動車業界におきましては、国内では、軽自動車増税の影響等により生産台数は前年同期

に比べ減少しました。海外では、中国、ASEAN地域に不安要素があるものの、米国では旺盛な個人消費を背景に堅

調に推移しました。 

 このような状況のもと、当社グループは、日本・中国・ASEAN・北米の四極グローバルで自動車部品供給体制の

確立を目指す中期経営計画GT300の達成に向けて取り組んでおります。 

 当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、軽自動車増税等による国内の自動車生産減少や中国の景気減

速の影響等により、売上高は9,161百万円（前年同四半期比9.7％減）となりました。利益面では、売上高の減少と

米国子会社の立ち上げ負担等に対し原価低減と固定費圧縮に取り組みましたが、成果の反映が第２四半期（累計期

間）後半となったことから、営業利益40百万円（前年同四半期比85.5％減）、経常利益36百万円（前年同四半期比

87.3％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、投資有価証券売却益の計上や税効果会計の影

響により227百万円（前年同四半期比48.6％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 ① 自動車部品

 売上高は8,626百万円（前年同四半期比8.6％減）、セグメント利益は1百万円（前年同四半期比99.2％減）とな

りました。

 ② 住宅

 売上高は519百万円（前年同四半期比23.2％減）、セグメント利益は39百万円（前年同四半期比6.7％減）となり

ました。 

 ③その他

 売上高は14百万円（前年同四半期比32.5％減）、セグメント損失は1百万円（前年同四半期のセグメント利益は 

1百万円）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明

（資産）

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は23,393百万円（前連結会計年度末比354百万円減）となりまし

た。

 このうち流動資産は11,948百万円（前連結会計年度末比235百万円増）となりました。これは主に現金及び預金

が330百万円増加したこと等によるものです。

 固定資産は11,434百万円（前連結会計年度末比580百万円減）となりました。これは主に繰延税金資産が212百万

円増加した一方、売却等により投資有価証券が763百万円減少したこと等によるものです。 

 

（負債）

 当第２四半期連結会計期間末における負債は11,034百万円（前連結会計年度末比234百万円減）となりました。

 このうち流動負債は6,902百万円（前連結会計年度末比519百万円減）となりました。これは主に短期借入金が

210百万円減少し、支払手形及び買掛金が171百万円減少したこと等によるものです。

 固定負債は4,132百万円（前連結会計年度末比285百万円増）となりました。これは主に長期未払金が74百万円減

少した一方、長期借入金が354百万円増加したこと等によるものです。 

 

（純資産）

 当第２四半期連結会計期間末における純資産は12,358百万円（前連結会計年度末比119百万円減）となりまし

た。これは主に利益剰余金が139百万円増加した一方、その他有価証券評価差額金342百万円減少したこと等による

ものです。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 現時点における通期の業績予想につきましては、平成27年５月８日に公表しました業績予想と変更はありませ

ん。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の計算）

 当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,605,461 3,936,014 

受取手形及び売掛金 5,082,552 4,829,708 

有価証券 999,767 999,766 

商品及び製品 1,023,920 1,084,673 

原材料及び貯蔵品 421,522 485,191 

販売用不動産 12,993 0 

繰延税金資産 303,177 303,231 

その他 263,410 309,709 

流動資産合計 11,712,806 11,948,295 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,951,586 2,916,661 

機械装置及び運搬具（純額） 1,596,322 1,846,483 

工具、器具及び備品（純額） 636,124 700,198 

土地 2,032,562 2,032,952 

リース資産（純額） 212,676 202,171 

建設仮勘定 588,716 364,418 

有形固定資産合計 8,017,987 8,062,885 

無形固定資産 646,764 625,070 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,512,270 1,749,205 

繰延税金資産 380,520 593,101 

保険積立金 156,736 94,507 

その他 318,163 327,815 

貸倒引当金 △17,389 △17,672 

投資その他の資産合計 3,350,301 2,746,956 

固定資産合計 12,015,053 11,434,913 

繰延資産    

開業費 19,475 9,938 

繰延資産合計 19,475 9,938 

資産合計 23,747,335 23,393,148 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,278,823 4,107,214 

短期借入金 1,520,000 1,310,000 

1年内返済予定の長期借入金 451,000 513,000 

リース債務 106,905 74,956 

未払法人税等 59,576 81,317 

賞与引当金 205,491 171,695 

役員賞与引当金 1,900 － 

その他 798,364 644,342 

流動負債合計 7,422,060 6,902,526 

固定負債    

長期借入金 1,340,000 1,694,900 

リース債務 199,895 197,221 

退職給付に係る負債 1,796,007 1,806,189 

長期未払金 440,435 365,867 

その他 71,080 68,271 

固定負債合計 3,847,420 4,132,449 

負債合計 11,269,480 11,034,976 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,167,399 2,167,399 

資本剰余金 2,386,743 2,386,743 

利益剰余金 6,210,277 6,349,845 

自己株式 △578 △1,337 

株主資本合計 10,763,841 10,902,650 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 896,667 554,529 

為替換算調整勘定 878,341 950,733 

退職給付に係る調整累計額 △60,994 △49,741 

その他の包括利益累計額合計 1,714,013 1,455,521 

純資産合計 12,477,854 12,358,171 

負債純資産合計 23,747,335 23,393,148 

 

- 5 -



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    (単位：千円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 10,142,284 9,161,375 

売上原価 8,437,228 7,726,329 

売上総利益 1,705,056 1,435,045 

販売費及び一般管理費 1,429,032 1,395,033 

営業利益 276,023 40,012 

営業外収益    

受取利息 15,451 8,496 

受取配当金 31,593 38,151 

受取賃貸料 5,550 3,237 

為替差益 － 17,790 

その他 25,741 28,850 

営業外収益合計 78,336 96,527 

営業外費用    

支払利息 23,660 17,436 

支払手数料 22,994 23,525 

未稼働設備関連費用 － 46,602 

為替差損 11,627 － 

その他 8,363 12,369 

営業外費用合計 66,646 99,932 

経常利益 287,714 36,606 

特別利益    

固定資産売却益 2,598 － 

投資有価証券売却益 － 215,538 

特別利益合計 2,598 215,538 

特別損失    

固定資産売却損 101 － 

固定資産除却損 4,021 4,027 

減損損失 143 2,064 

特別損失合計 4,266 6,092 

税金等調整前四半期純利益 286,046 246,052 

法人税等 133,190 18,926 

四半期純利益 152,855 227,126 

親会社株主に帰属する四半期純利益 152,855 227,126 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    (単位：千円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 152,855 227,126 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 130,106 △342,138 

為替換算調整勘定 △102,638 72,392 

退職給付に係る調整額 8,349 11,253 

その他の包括利益合計 35,817 △258,492 

四半期包括利益 188,672 △31,365 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 188,672 △31,365 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

 

（重要な後発事象）

 （株式併合及び単元株式数の変更）

 当社は、平成27年５月19日開催の取締役会において、第60回定時株主総会に株式併合及び単元株式数の変更につ

いて付議することを決議し、平成27年６月24日開催の同定時株主総会で承認され、平成27年10月１日でその効力が

発生しております。 

 

（１）株式併合の目的

 当社は、東京証券取引所に上場する会社として、全国証券取引所による「売買単位の集約に向けた行動計画」の

趣旨を尊重し、当社株式の売買単位を100株に変更するとともに、併せて、当社株式につき投資単位の水準や株主

様の権利に出来る限り影響を及ぼすことがないよう、株式併合（10株を1株に併合）を行ったものであります。

 

（２）株式併合の内容 

①併合する株式の種類    普通株式

②併合の方法・比率     10株を１株に併合

③併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成27年９月30日現在） 35,028,594株

株式併合により減少する株式数 31,525,735株

株式併合後の発行済株式総数 3,502,859株

   （注）「株式併合により減少する株式数」および「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済

株式総数および株式の併合割合に基づき算出した理論値です。

 

（３）１株当たり情報に及ぼす影響

 当該株式併合が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して計算しております。
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